
多言語対応窓口業務改革

◇行政の専門用語にも対応可能である多言語通訳サービス
（テレビde通訳）を導入する。

○増加傾向である外国人住民に対するサービス向上と職員
の窓口業務の負担軽減を図る。

○英語通訳の職員を雇うことに比べ、安価で導入可能であ
り、多言語対応（13か国語）の対応が可能なサービスもあ
る。

・令和2年度から多言語通訳サービス（テレビde通訳）が対
応可能であるタブレット端末を市役所庁舎内用に1台、庁舎
外用（こども園や学校現場用）に1台導入し、外国人が来庁
された際に各課へ貸し出し対応する。なお、庁舎外の利用
に当たっては、公開羅針盤の施設予約の機能を活用するこ
とにより対応する。

＜本チームにおける主な意見＞
日本語が通じる方と通じない方とでは、対応時間に差が生じ、時間の制約か
ら日本語が通じる方への対応が手薄となる等の課題がある（市民課への聞き
取りによると、日本語が通じない方への対応は、通じる方と比べると2倍程
度の対応時間が必要となる）。

外国語の音声翻訳機として有名なポケトークは、行政の専門用語に対応でき
ない等の課題があるが、こども園等の現場では、日常会話の翻訳ができれば、
職員の負担軽減に繋がるものであるため、ポケトークの導入についても検討
してはどうか。

タブレット端末で3者間通訳による対応が可能な多言語通訳サービスは、日
本語が通じない方へ正確に情報を伝えることができることに加えて、対応時
間の平準化が図れるものであり、双方にメリットがある。

今年度、行政経営課で実施している多言語通訳サービスの実証実験の結果等
を踏まえ、予算要求についても検討してはどうか。
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目的と効果

具体的な取組

•アジア圏からの英語が話せない外国人への対応が難しい

•多言語対応できる職員を雇う予算がない
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